
1 

総合資源エネルギー調査会 

資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会（第 18回） 

 

日時 令和７年３月 25 日（火）10：01～11：49 

場所 第５共用会議室（経済産業省本館 17 階） 

（対面・オンライン会議（Microsoft Teams Meeting）併用形式） 

 

１．開会 

 

○永井課長 

 定刻を少し過ぎましたけれども、第 18 回となります脱炭素燃料政策小委員会を開催さ

せていただきます。 

 皆様におかれましては、ご多忙のところ、ご出席いただきありがとうございます。 

 本日の会議は、オンラインと対面のハイブリッド形式での開催となります。 

 議事の公開ですけれども、本日の会議はＹｏｕＴｕｂｅの経産省チャンネルでライブ配

信をしております。 

 それでは、まず、これから先の司会進行は近藤委員長にお願いをしたいと思います。近

藤委員長、よろしくお願いします。 

○近藤委員長 

 皆さん、おはようございます。 

 まず、定足数について確認いたします。お手元に配付しました資料２、委員等の名簿を

ご覧ください。現在、私を含めまして 11人の委員に対面またはオンラインでご出席をいた

だいております。よって、定足数を満たしていることを、まず、ご報告いたします。 

 辻委員におかれましては、10 時 45 分頃に途中退室されるとご連絡をいただいておりま

す。また、岩田委員の代理としまして三菱総合研究所の福田様にご出席をいただいており

ます。よろしくお願いします。 

 それから、本日は、議題に関係する業界団体としまして石油連盟、全国石油商業組合連

合会、全国バイオディーゼル燃料利用促進協議会、日本自動車工業会、日本建設機械工業

会、日本建設業連合会もオブザーバー出席をいただいております。よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、カメラ撮りはこれまでとさせていただきますので、メディアの皆様におかれ

ましてはご退室のほど、お願いします。 

 

２．議事 

 ①バイオディーゼルに関する国内外の動向について 
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○近藤委員長 

 それでは、これより第 18回脱炭素燃料政策小委員会の議事に入らせていただきます。 

 初めに、事務局のほうから議題１、バイオディーゼルに関する国内外の動向につきまし

て、ご説明をお願いいたします。 

○永井課長 

 皆様のお手持ちの資料３というものになります。タブレットの方は、下から上にスクロ

ールすると資料３が出てくるかと思います。ご不明の方がいらっしゃいましたら、お手を

挙げていただければと思います。 

 それでは、説明をさせていただきたいと思います。 

 前回の小委員会、11 月に行いましたけれども、そのときにはガソリンに対するバイオエ

タノールの今後について議論をさせていただきました。今回につきましては、軽油代替と

なりますバイオディーゼルにつきまして、今後、何をしていくべきかというところ、事務

局のほうで調査してまいりましたので、その結果についてご説明をするとともに、どうい

ったところに課題があるかというところを委員の皆様にご意見をいただければと考えてご

ざいます。 

 ページをめくっていただきまして、目次がありますけれども、本題、バイオディーゼル

導入推進の背景ということで、４ページをご覧いただければと思います。 

 まず、燃料としての液体燃料でありますけれども、電池でありますとかガス体燃料に比

べまして体積当たりのエネルギー密度が高いというところで、特に大型の建機であります

とかトラック、これにつきましては液体燃料で進めていくということが一つ、理にかなっ

ている部分はございます。もちろん、今後、電化や水素化というところもありますけれど

も、当面のトランジションとしてのバイオディーゼルというところについて、今回は考え

ていきたいと考えております。 

 次のページ、５ページを見ていただきますと、今年の２月に閣議決定をいたしましたエ

ネルギー基本計画におきましては、運輸部門のところにバイオディーゼルの導入の推進と

いうところ、赤線の部分でございますけれども、記載をさせていただいたところでありま

す。下のところでありますけれども、「自動車・船舶・鉄道・建設機械等の分野で幅広く使

用される軽油に対しては、原料供給制約があることも踏まえた上で、バイオディーゼルの

導入を推進する」というような記載をさせていただいてございます。 

 ６ページのところ、今日は国交省にも来ていただいておりますけれども、特に鉄道につ

きましては、ＪＲ西日本が来年度の令和７年度、2025 年以降にディーゼル車両を次世代バ

イオディーゼル燃料に置き換えていく、令和 12 年、2030 年頃をめどに全て置き換えると

いうような目標を立てていただいてございます。船舶の特に内航船につきましては、2040

年までにバイオ燃料の 10％相当のＣＯ２を削減するという目標を立てさせていただいてい

るところでございます。 

 また、次の７ページへ行っていただきますと、ＩＭＯ、外航の分野につきましては、こ
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れまで油監視制御装置の作動に問題がないとされる 25％未満ということでＢ24 という規

格が使われてきたところでありますけれども、これをＢ30にするというガイダンス案とい

うのを検討されてきまして、これが間もなく決定ということで、外航の分野でもバイオデ

ィーゼル、バイオ燃料混合という方針が進められているというところでございます。 

 さらに、８ページをご覧いただきますと、建設分野におきましてもＬＣＡ、ライフサイ

クルカーボンの削減というところが注目を受けているところでありまして、ＬＣＡを測定

する場合には、当然、資材の搬入でありますとか建設そのもの、解体、このときに使われ

る燃料というものもカウントされるというところでありますので、こういったところでも

重要性が増してくると思われます。 

 そして、諸外国の状況、９ページでありますけれども、特に、バイオ燃料につきまして

は地産地消の流れが非常に強いというところもありまして、特にアジア、南米の国を中心

としまして混合義務、バイオディーゼルの混合義務をかけるとともに税制優遇しておりま

す。それは、一番右の推進理由を見ていただきますと、農業の振興と環境負荷の両立とい

うところでございまして、まさに自らの経済成長も合わせた、農業振興というものも合わ

せた視点でバイオディーゼルの導入が進んでいるというところでございます。 

 日本につきましては、残念ながら、バイオ燃料に使えるような農業生産物という意味に

おいては、なかなかコストの問題で見合わない。廃食用油というのは非常に魅力的なもの

でありますけれども、その数量も限られている中で、残念ながら、これまでのところ、供

給サイド、さらには税制優遇の点においては、この点、まだ着手できていないというのが

現状でございます。 

 次に、10 ページに行きまして本委員会での議論の範囲ということで、11 ページを見てい

ただきますと、特に、航空の分野につきましては国際機関でありますＩＣＡＯの国際的な

規制というものができております。これは別途議論が進んでいるところでありますので、

ここでの対象は基本的には陸上、自動車、鉄道、建設機械、こういったものを中心にやら

せていただきつつ、海上につきましては、外航船のところは国際機関であるＩＭＯのほう

で検討が進んでいるというところでありますので、そのバンカリング、燃料供給のところ

を中心に、さらに、内航の部分については国土交通省と一緒に議論をしていきたいという

ふうに考えているところでございます。 

 12 ページへ行っていただきまして、これから詳細は説明しますけれども、事務局として

課題だと思っているところが以下の５点になります。 

 一つ目は、まずトラック、バス、軽油を燃料として公道を走る車両については、バイオ

ディーゼル、なかなか燃料について詳しい方もいらっしゃらないというところなので、特

に今のエンジンで問題なく使えるというようなところでの範囲、これをどうしていくかと

いうのが一つ目の課題だと思っております。 

 また、二つ目、オフロード、建設機械でありますとか鉄道、こういったところにつきま

しては、ある種、燃料を扱われている方は事業者でプロでありますので、一定程度、品質
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管理を含めて濃い燃料、濃いバイオディーゼルを使えると思ってございますけれども、こ

の辺の規格がまだそろっていないということで、使っている機械のメーカー保証が得られ

ないというような問題が起こっているというふうに考えているところでございます。 

 三つ目、後ほど詳細は説明しますが、ＨＶＯと呼ばれる軽油同様の化学式を持つバイオ

ディーゼルというものが期待されており、これについては、性状もほぼ軽油と言われてい

る炭化水素油ではあるのですけれども、ＪＩＳ上の規格が定まっていないということで、

どのように混ぜていけばいいのか、どのように使っていけばいいのかというところの整理

がまだなされていないという課題があります。 

 四つ目、ＨＶＯについては、地方税法の軽油の定義では密度の上限と下限が定まってい

て、ＨＶＯは直鎖の炭化水素油でありますので、密度が少し、その基準よりも低いところ

にあります。そうなりますと地方税法上の軽油とみなされませんので、ＨＶＯをどのよう

に混ぜていくか、そのときの課税の関係も変わってしまうという課題があるというところ

でございます。 

 五つ目につきましては、先ほど諸外国の事例でもありましたように、軽油に混ぜるとき

のバイオディーゼル分について、免税というものがしっかり取れていない部分があるとい

うところでありますので、これを今後、どういうふうに。特に、軽油の混合については不

正軽油という問題も長年、生じてきたところでありますので、こことの関係も整理をして

いかなければいけないというところが課題かと思ってございます。この辺の背景について、

次のページ以降でご説明をしたいと思います。 

 14 ページに言葉の整理をしております。バイオディーゼルと呼ばれるもの、基本的には、

これまではＦＡＭＥと呼ばれる廃食用油、これを原料として、メチルエステル化処理によ

って脂肪酸メチルエステルという、軽油とは違うものでありますけれども、混ぜて燃やし

ても問題ないというような形でバイオ燃料として使われてきたところがメインであります。 

 その一方で、最近では、さらに廃食用油を水素化分解して、軽油と同じような化学式を

持つ燃料をつくるというような形でつくられている、こういったバイオ燃料もあります。

この辺を合わせてバイオディーゼルと呼んでおりますけれども、その扱いは少し分けて考

えなければいけない。 

 さらに、ＨＶＯについては、同じ化学式という意味においてＣＯ２との合成でできてくる

ｅ－ディーゼルというものもございます。この辺は化学式が軽油と同じでありますので、

この辺をどう扱っていくか。この辺は一般的にはリニューアブルディーゼルというような

形で呼ばれているという言葉の定義を整理させていただきました。 

 15 ページを見ていただきますと、今申し上げましたＦＡＭＥというのは、油脂の部分に

メタノールを加えて反応させることによって脂肪酸メチルエステルという、左下の赤枠に

囲ってあるような、こういったものを軽油と混ぜて使うと、ないしは 100％このままで使

うという方法があります。 

 一方で、ＨＶＯにつきましては、もともとの油脂の部分に水素を化学反応させることに
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よって炭化水素油をつくるというような形でありまして、できた燃料の化学式そのものは

炭化水素油ということで、化石から来る軽油とほぼ同じというようなものでございます。 

 その特徴でありますけれども、16 ページを見ていただきますと、ＦＡＭＥの部分につき

ましては酸素を含んでいるということもありまして、酸化がしやすいということで、二つ

目のポツを見ていただくと、製造後１か月以内で使うことを推奨しているというような状

況で長期保存には適さないという問題があります。 

 右のＨＶＯにつきましては軽油と同様ですので、一定程度、長期間保管は可能ではある

のですけれども、やはり欠点としては、手間もかかっていることがありまして、価格的に

は高いというような欠点がございます。 

 どれくらいの価格関係かというのが 17 ページに示しておりまして、税込みの軽油は今

150 円ぐらい、リッター150円くらいでありますけれども、ＦＡＭＥについては今リッター

200 円くらいというふうに聞いております。ＨＶＯにつきましては、まだ量産の体制がで

きていないところでありますけれども、一般的にはリッター当たり 300 円から 500 円とい

うふうに言われているところでありまして、この辺の価格差というものが今後、普及にお

いての障害になるのではないかと考えてございます。 

 そのようなバイオディーゼルが今どのように使われているかというところで、19 ページ

を見ていただきますと、バイオ燃料、京都議定書以降、大変注目を浴びたということで、

2006 年以降、どんどんバイオ燃料の使用量が増えてきたというところであります。その一

方で、2014 年、15年あたりにアメリカのほうでシェールオイルが出てきたということもあ

りまして、油の値段が下がったということもありまして、そこからはバイオ燃料、少しず

つ量は減ってきているというところでありまして、コロナを経て、さらに減少したものが、

ようやく回復の傾向にあるというところでございます。 

 右側の表で使われ方、公道で使ってよいＢの５％を混合していいものにつきましては、

自治体でよく使われますごみ収集車やバスといったところ、さらにＢ100 のものについて

は、ボイラー燃料とともに海外に輸出されているというようにお話を聞いているところで

ございます。 

 20 ページへ行っていただきますと、ＦＡＭＥのプラントでありますけれども、大体、自

治体から、自治体というか、地域からの廃食油の回収によってつくっているところが多い

ので、比較的小規模なプラントが全国各地に建っている、地産地消のモデルを呈している

というところでございます。 

 21 ページから自治体の取組で、いち早く動いていたのが京都市でありまして、京都市で

は市内から出てくる廃食用油を回収しまして、それを市のバスでありますとかごみ収集車

で使っているというような事例でございます。 

 兵庫につきましても積極的にバイオ燃料を進めていただいておりまして、次のページ、

22ページを見ていただくと、本来、５％混ぜた場合のＦＡＭＥ５％分というのは軽油引取

税の課税対象となるのですけれども、兵庫県は独自にここを免税とするというような形で
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バイオディーゼルの推進を図っているというところでございます。 

 そのほか、佐賀でありますとか、次のページ、熊本、鹿児島、種子島あたりでは、積極

的にバイオディーゼルを使っていただいているというところでございます。 

 25 ページを見ていただきますと、ＦＡＭＥの課題というところで、まず、公道を走る車

につきましては、欧州については７％までの混合を認めておりまして、これであれば普通

の軽油のディーゼルエンジンに入れても大丈夫となっています。さらには、10％以上のも

のについても適合車を公表しているという状況でございます。アメリカにおいても、アメ

リカにつきましては５％まででありますけれども、５％以上の混合率の適合を各メーカー

が公表するというような状況になってございます。日本につきましては、５％まで混ぜて

もよい、混ざっていてもよいというような規格であります。 

 26 ページ、では、その規格がどうなっているかというところでありますけれども、ＥＵ

におきましてはＢ20、Ｂ30の規格というものが定められていると。アメリカにおきまして

も、Ｂの６からＢの 20 まで規格が定まっております。日本におきましては軽油の規格しか

定まっておりませんで、その中で５％混ざっていてもよいというような形になっていると

いうところで。 

 27 ページを見ていただきますと、揮発油等の品質確保に関する法律、通称、品確法と呼

んでおりますけれども、ここで５％以下のものについては問題がない。ただし、これ以上

のものを公道で使おうとする場合には、大臣の認定を受けるということを求めているとこ

ろでございます。 

 認定を受けて使ってきた例というのが 28 ページでありまして、2009 年の自治体で 20％

混合のバス、収集車を走らせる、さらには自動車メーカー、石油会社等でＢ30 燃料という

ものも試験が行われてきたというところではございますけれども、ここについては特段、

エンジン等にトラブルがあったというような報告はないというところでございます。 

 また、５％超で使う場合につきまして、国交省からガイドラインが出されておりまして、

こういったところを注意してはどうかということで、非常に小さい字ではありますけれど

も、燃料フィルターの目詰まりは大丈夫かとかホースの劣化は大丈夫かというところを注

意して使ってほしいというようなガイドラインを出していただいておるところであります。 

 公道以外のオフロードの実験というところにおきましては、ＦＡＭＥの 25％から 100％

の範囲で、空港、建設現場、船舶、鉄道と幅広く実証はされており、ここにおいても特段

問題なく使われているという報告を受けているところでございます。 

 こういった中、31 ページでありますけれども、今、日本では５％までよいという規格し

かできていないということもありまして、これ以上濃いものを使おうとするとユーザーの

自己責任というところになってしまうというところであり、使いたい方、Ｂ20、30 の混合

率のものを使いたい場合には、海外のエンジンを使わないとメーカー保証が受けられない

という状況でありますので、日本においてもＢ20、30 燃料というようなＪＩＳ規格という

ものを策定してはどうかと考えているところでございます。 
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 続きまして、ＨＶＯの規格についてのご説明であります。ＥＵにつきましては、ＨＶＯ

の規格というものをつくってございます。表のところ、赤い文字で見ていただくと、密度

のところが一般の軽油より少し小さいというところでございます。アメリカ、日本につき

ましては、アメリカについては密度の規定はなく、日本については密度の上限値だけ定ま

っているということで、ＨＶＯをそのまま軽油として使えるという状況になってございま

して、上の枠の二つ目でありますけど、ヨーロッパにおいては、ＨＶＯそのままではなく

て、普通のエンジンに使う場合には、一定程度、軽油と混ぜまして、密度をこの範囲に入

れるというような形で使われているというふうに聞いているところでございます。 

 今後、ＨＶＯについて、しっかり規格をつくり、これも普及できるように準備をしてい

くということが必要ではないかと考えているところでございます。 

 ＨＶＯでありますけれども、34 ページを見ていただきますと、出てきたのが最近という

こともありまして、実証期間は基本的には去年から今年にかけてでありますけれども、空

港、建設現場、鉄道等でＨＶＯ100％というようなものが試験をされているというような状

況でございます。 

 35 ページ、ＨＶＯについてはＳＡＦの連産品として出てくるというところでありまして、

全国各地で今、ＳＡＦプラントの建設計画が進んでいるというところでありますので、こ

れが 2028年から 2029 年頃に完成するとなりますと、その頃から本格的に普及が始まるの

ではないかと期待をしているところでございます。 

 続きまして、ちょっと難しい軽油引取税の話でございます。37 ページを見ていただきま

すと、地方税法上は、水色の枠で囲ってございますけれども、軽油につきまして、密度の

範囲というものを上限値、下限値、示しているものでございます。ＨＶＯにつきましては、

先ほど欧州の例でも見ていただいたように、比重が下限値よりも下回るというところであ

りまして、軽油扱いではなくて燃料炭化水素油というような扱いになるということで、特

に軽油につきましては、密度のもっと軽い灯油と混ぜることによって、税のかかっていな

い灯油と混ぜる不正軽油というものがありますので、その辺の扱い、混ぜるところについ

ての取扱いが少し複雑になるというところであります。 

 下の取引フローでありますけれども、ガソリンについては、蔵出し課税で出荷前に課税

をされるというところでありますけれども、軽油引取税につきましては都道府県税という

ところがありますので、各県の特別徴収義務者である元売業者、特約業者から課税済価格

で、県内のＳＳに軽油が卸され、販売をされまして、軽油引取税は、特別徴収義務者のと

ころから納入されるという手順になってございます。 

 一番右の消費者のところにつきましては、上の点線の枠で書いてありますけれども、業

種によっては、免税事業者としての免税が認められているという状況になっております。 

 38 ページを見ていただきますと、船舶の使用者、さらには（４）の農業・林業を営む方

等の事業者につきましては、一定の手続きを経た場合には、軽油引取税が免税事業となっ

ておりますので、こういった方々は免税証を課税元である自治体からもらって、それを持
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って給油することで免税になるというような扱いがなされていると聞いてございます。 

 39 ページへ行きますと、これを、軽油とＦＡＭＥを混ぜようとするといろいろ難しいと

ころがありまして、免税がかかっていない方については軽油 100％の場合は、緑色であり

ますけれども、当然課税になります。一方で、ＦＡＭＥ100％については、炭化水素油では

ないので課税対象外になってございます。それを混合した場合、どうなるかという、下の

ところでありますけれども、軽油の定義に合致する程度の混合であれば、基になる軽油も

混ぜたＦＡＭＥもどちらも課税になると。一方で、混ぜたものが軽油の範囲を超えてしま

うようなものである場合には、ベースとなる軽油には課税がかかりますけれども、混ぜた

ＦＡＭＥのほうについては課税対象外という扱いになっていると。 

 これが、もっと面倒くさいのが免税事業者でありまして、仮にＦＡＭＥを混ぜて軽油の

定義に合致した場合でも、免税となるのはあくまでも軽油でありまして、ＦＡＭＥの部分

は課税対象となる。免税事業者におきましては、これが軽油の定義に合致しない場合には、

ベースとなる軽油も免税で、混ぜる方のＦＡＭＥも、これは課税対象外ということで、ど

ちらもかからないというような、こんな定義になっているというところでございます。 

 ＨＶＯにつきましては、軽油と同じ成分を持ちながらも、密度が低いということで軽油

ではないのですけれども、自動車の燃料として使う場合には課税になるということであり

まして、それ以外については、100％の場合には課税対象外であるのですけれども、混ぜて

軽油の基準に当てはまる場合には、基となる軽油もＨＶＯも課税対象になるというような

ところでございます。 

 それで、免税用途のうち、一定の鉄道事業者につきましては、本年度からベースとなる

軽油も混ぜた後のＨＶＯも免税となりました。税制改正要望の内容については、41 ページ

でありますけれども、こういったところを少し整理しながらやっていきたいと考えてござ

います。 

 また、こういった免税を行う場合、不正な軽油ということで、よく灯油を混ぜて軽油引

取税から逃れようとする不正軽油というものがございまして、この辺もしっかり対応でき

るようなスキームをつくらないと、なかなか免税というのは難しいのかなというところが

課題だと思ってございます。 

 課題を改めてまとめさせていただきますけれども、少し飛ばさせていただいて、49 ペー

ジのところに表の形で整理をしてございます。ＦＡＭＥにつきましては、特に公道部分に

ついては、Ｂ５からＢ７まで認めることが、そのままで可能か、そこにメーカー保証がつ

くかどうかというのが１点。それから、オフロードにつきましては、ある種、自己責任で

使っていただくという観点でＢ20、30のＪＩＳ規格をつくり、それにメーカー保証が与え

られるかという課題。 

 ＨＶＯについては、強制法規上の品質規格では、そのまま軽油として使えるというとこ

ろでありますので、では、ＨＶＯというものがどういうものかというところの規格さえつ

くれば、そこに対してメーカーも保証の検討ができるのではないか。さらに、軽油引取税
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については密度の上限、下限があるということで、ここの整理というものは少し、してい

かなければいけない。何よりも、ＦＡＭＥもＨＶＯも軽油引取税、これをどういう形で、

あくまでも道路を使う者についての課税という観点であれば、ＦＡＭＥも同じように課税

をされるべきものでありますけれども、あとは政策的な意図によって脱炭素という意味で

免税を求めていくというような政策的な要望も行えるというところであります。 

 何よりも、今年度、自動車関連税制の見直しというところがある中で、電気自動車も含

めまして走行課税であったり重量税というところで、道路に一定程度、負荷をかけるもの

に対する応分の負担というような考え方も今、検討されているというように伺っておりま

すので、こういった点も含めて、今後、どのように燃料に対する税というものを考えなく

てはいけないかというのは課題になってくるかと思ってございます。 

 このような今申し上げました五つの課題、また、これに限らず、これまでのバイオディ

ーゼル普及について必要な手当て等があれば、ぜひ、ご意見をいただきたいというのが一

つ目の課題になってございます。 

 事務局からの説明は以上となります。 

○近藤委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、これから関連します業界団体の皆さんから説明をいただきたいと思います。 

 最初に、石油連盟のほうからご説明をお願いいたします。 

○石油連盟（鈴木） 

 資料は用意しておりません。まず、今回、バイオディーゼルについての利用拡大に関し

て五つの課題が提示されていますが、各論を議論する前に、まず国産数量に限りがある中

で、原料や製品の大半を輸入に依存することの問題があります。それから、２点目として、

ガソリンやＳＡＦと原料が競合することを踏まえて、中長期的な安定調達、かつ経済的な

調達の見通しがやはり必要ではないかと思っております。それから、３点目として、グリ

ーンハウスガスの削減効果を含む持続可能性の基準の適合など、エネルギー政策に関わる

基本的な論点を一度、整理・検討するということが、まず必要ではないかと思っておりま

す。 

 その上で、バイオディーゼルというのは需要家が多岐にわたっていますし、多くの業界

が関係しています。また、ＦＡＭＥやＨＶＯという導入方法が複数存在するなど、これま

でにない、配慮すべき事項が多数存在します。したがって、バイオディーゼルの調達量に

制約があるという点を踏まえれば、エンジンの種類と利用可能な濃度であるとかＪＩＳ規

格の要否などを踏まえて、日本全体の効果的なＣＯ２削減の観点から、政府として重点化す

べき業界や用途があるのかを、まず整理をしていただいて、導入拡大に向けたマイルスト

ーンや、全体のスケジューリングを提示しながら、今後、対応の中身についても優先順位

をつけて取り組むことが非常に有益ではないかと思っております。 

 また、供給、流通、消費に関わる事業者の負担を考慮しますと、今回、課題３で示され
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ていますけれども、ＨＶＯの規格化については 100％の規格というご指摘がありましたけ

ど、まず、軽油引取税における軽油の定義の範囲内での流通が現実なので、ＪＩＳ規格の

改定検討においても、ＨＶＯ100％の規格化よりも、基本的には軽油引取税で通常の軽油と

して取り扱われる範囲の規格検討が、まず優先されるべきだと考えています。 

 また、課題４で不正軽油の発覚あるいは告発件数が減少しているとの指摘もありました。

不正軽油対策は従来から大変多くの関係者が長年尽力した結果によるものと思っています。

今後の検討については十分慎重に行っていただく必要があると思っています。 

 以上でございます。 

○近藤委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、全国石油商業組合連合会からお願いいたします。 

○全国石油商業組合連合会（田邊） 

 ありがとうございます。全石連の田邊と申します。よろしくお願いします。 

 私どものほうからは１点。冒頭ご説明がございましたように、２月 18 日の閣議決定にお

きましてエネルギー基本計画が決まりました。ご説明にありましたように、バイオディー

ゼルの導入を推進するということがはっきりと明記されてございます。 

 一方で、バイオ燃料の普及を後押しする形で、現在、ガソリンとバイオエタノール等を

混和して製造されるバイオガソリンについては、2009 年２月よりバイオガソリンに含まれ

るバイオエタノール相当分について、ガソリン税を免税するという制度が措置されており

ます。 

 一方、軽油につきましては、先ほどご説明がありましたように、植物由来の廃食油等か

ら製造されるバイオディーゼルを混合して製造される軽油については、ガソリン税のよう

な免税措置は講じられておらず、バイオディーゼルを含めた全量が軽油引取税の課税対象

となっているということで、著しくガソリンとの均衡を欠いているという認識を持ってご

ざいます。 

 つきましては、軽油とバイオディーゼル等を混和して製造されるバイオ軽油、Ｂ５軽油

等ですけれども、ガソリン税における免税措置同様、バイオ軽油に含まれるバイオディー

ゼル相当分についても軽油引取税の課税免税措置を創設すべきであるということで考えて

ございます。この件に関しましては、私ども全石連でも 2025 年度の税制改正要望におきま

して政府与党に対しまして、その創設を強く要望いたしているところでございます。 

 資料 37ページから 50 ページにかけて、バイオディーゼル関係の税制についてもご記載

いただいておりますが、今後、バイオエタノールやバイオディーゼルを含めたカーボンニ

ュートラル燃料の普及拡大に向けた税制の枠組み、それから免税制度の建付け、こういっ

たところをしっかりご議論いただければと思います。 

 以上でございます。 

○近藤委員長 
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 ありがとうございました。 

 続きまして、全国バイオディーゼル燃料利用推進協議会よりご説明をお願いいたします。 

○全国バイオディーゼル燃料利用推進協議会（青山） 

 全国バイオディーゼル燃料利用推進協議会は 2007年度に設立され、以来、京都市長が会

長を務めさせていただいております。事務局は、一般社団法人日本有機資源協会が担って

おります。次のページ、お願いします。 

 最近では、燃料の品質向上に重点を置いた取組をしております。次のページ、お願いし

ます。 

 協議会の会員による最近の取組状況では、車両だけではなく建設重機、あるいは船舶、

発電機等の燃料利用も増えております。バイオディーゼルを使うメリットは、既存のエン

ジンにすぐ使える脱炭素燃料であるというところになります。次のページ、お願いします。 

 協議会では、バイオディーゼル燃料の製造・利用に係るガイドラインを 2008 年に最初に

制定し、その後、改良を重ねて現在まで運用しております。このガイドラインでは、Ｂ100

をオンロードで利用するために、燃料の製造側、利用側、それぞれの留意点をまとめてお

ります。また、品質の基準となる協議会規格を策定しており、この規格は任意規格ではご

ざいますがエコマークの認定基準に使用されており、広く規格値として参考にされておら

れます。次のページ、お願いします。 

 協議会の品質向上の取組では、品質確認制度という制度がございます。会員から品質分

析の依頼を受けて、協議会規格を基に分析を行っております。その分析結果によっては、

製造方法の見直しが必要な場合、その場合は専門家によるフィードバックの実施も行って

おります。技術的な相談窓口の開設や勉強会も開催しており、確実に品質向上ができるフ

ォローアップの体制を取っております。次のページ、お願いします。 

 ここから３点ほど、課題を上げさせていただきます。一つ目の課題は、一都三県による

燃料規制です。東京、埼玉、千葉、神奈川による一都三県では、2003 年度からディーゼル

車の規制によって排ガス基準が他の自治体よりも厳しく設定されております。大気汚染防

止の観点から規制は必要ではありますが、その内容がバイオ燃料を想定した試験項目では

ありません。具体的には、10％残油の残留炭素分とセタン指数については、両方ともＦＡ

ＭＥの沸点範囲が考慮されておらず、ＦＡＭＥでは適切な試験方法ではありません。その

ため、一都三県では高濃度の利用が難しい現状であります。次のページ、お願いします。 

 二つ目の課題は製造コストの上昇です。廃食用油や薬品類の価格高騰から、バイオディ

ーゼル燃料の製造コストは年々上昇を続けています。ＦＡＭＥはＨＶＯに比べると安価で

すが、現状では価格競争の相手が常に軽油であるため、製造事業者は上昇したコストを燃

料に価格転嫁することが簡単にはできません。一方で、値上げをするとユーザーが負担す

るということになってしまいます。製造コストの上昇については、化石燃料との価格差の

支援であったりユーザーへのインセンティブが求められています。次のページ、お願いし

ます。 
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 三つ目は、環境価値の認証、移転の課題です。資源エネルギー庁の資料でも環境価値の

認証、移転については取り扱われており、今後、国としての政策が進められていると思い

ます。ここでは、物流業界における現状の課題を上げさせていただきます。物流業界は、

ほとんどが上の図のように混載輸送であり、荷主によっては貨物量と輸送距離が異なるた

め、グリーン物流を希望する荷主のＢ５の使用量の把握が非常に困難になっています。下

の図のように専属輸送の事例はとても少ないため、燃料そのものと環境価値を切り離し、

マスバランスやブックアンドクレーム方式による環境価値の移転が必要になってきます。

次のページ、ご覧ください。 

 最後に、参考資料を２枚つけています。参考資料１に記載している課題の多くは、資源

エネルギー庁の資料でも整理されておられます。今後、バイオディーゼル燃料の利用、導

入拡大を期待しています。また、協議会としては、引き続きＦＡＭＥの安定供給と品質向

上に取り組んでいきたいと思っております。 

 発表は以上です。ありがとうございました。 

○近藤委員長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、日本建設機械工業会よりご説明をお願いいたします。 

○日本建設機械工業会（遠藤） 

 それでは、始めさせていただきます。次のページをお願いします。 

 本日は５分ほどいただいて、こちらの内容でご説明させていただきます。次のページを

お願いします。 

 まず、日本建設機械工業会、これはもう名前のとおり建機メーカー、建機メーカーを会

員とする業界団体になります。正会員で 61 社になります。また、規模ですが、総合計で３

兆 7,359 億円になります。これは、海外の各国と比べると、アメリカに次いで第２位のグ

ローバルシェアの金額となっております。また、大きな特徴として、こちらに国内と輸出

の金額を並べていますが、輸出が 70％を占める工業会になります。次のページをお願いし

ます。 

 建設機械ですが、建設機械、一口に言ってもいろいろなものがあります。油圧ショベル、

ミニショベル、ホイールローダー、ブルドーザーなどなど、様々な建設機械が様々な現場

で様々な使われ方をしているというのが大きな特徴になります。小型建機であれば住宅建

設であるとか小さな道路工事、管路の工事などに使われ、また、中型建機であれば大きな

宅地造成、河川工事、あるいはビルの建設などに使われ、もっと大きな超大型の建機とな

れば、これは鉱山の開発、ダム工事などに使われます。様々な建機があります。 

 小さなものであれば大体 14 万台程度／年の生産量があり、中・大型になれば、これも約

10万台の生産量があり、また、中型とはいっても、これは出力が 100 キロワット超えにな

ります。超大型になれば、国内であれば１メガワット相当の出力、海外であれば２メガワ

ット相当の出力がある建設機械が使われています。 



13 

 また、公共工事であるとか都市土木であれば１日稼働時間８時間、製鉄所などになれば

１日、もう 24時間、フルに稼働し続けます。ですので、台数としては確かに少ないのかも

しれませんが、１台当たりの建機が出すＣＯ２排出量というのは、自動車に比べると、はる

かに大きなものになります。次のページをお願いします。 

 建設機械のＧＸの重要性について、幾つか説明させていただきます。１枚目のシートで

はＣＯ２排出量の観点からです。右下に円グラフを載せているのですが、全体の中の国内産

業部門 34％のうち約 1.7％を建設機械が占めております。この 1.7％、多くはないのです

が、決して小さくはないということが言えると思います。 

 また、先ほど申し上げたとおり、都市で建設機械というのは非常に多く使われます。家

を建てるときにもビルを建てるときにも、それから道路を造るときにも必ず建設機械が使

われ、非常に目立つということがあります。ですので、数以上に建設機械の出すＣＯ２とい

うのは、とても目立つ存在であると思います。これら建設機械のカーボンニュートラル化

についての技術というのは、左下に書いてありますが、バッテリーであるとか燃料電池、

水素を使ったもの、あるいは合成燃料、バイオ燃料というのになります。次のページをお

願いします。 

 次のページは、先ほどはＣＯ２の観点でしたが、今度は軽油の使用量という視点でまとめ

たシートになります。全軽油の使用において建設機械が使う軽油というのは 227万キロリ

ットル、国内全体の 7.2％に相当いたします。次のページをお願いします。 

 ここからは、それら建設機械のカーボンニュートラル、これを実現するために、どのよ

うな対応を行ってきているかというご説明になります。大きく分けてハード面、ソフト面、

１枚目のシートはハード面の説明になります。手段というのは、大きく分けて省エネ技術

と脱炭素技術。つまり、省エネ技術というのは、できるだけ二酸化炭素を出さない、つま

り、できるだけ燃費効率を上げて作業機の効率をよくして、できるだけＣＯ２を出さない、

燃料を使わないというのが一つの技術。もう一つは脱炭素技術、つまり全くＣＯ２を出さな

い、これはいわゆるＧＸ建機そのものになります。次のページをお願いします。 

 次がソフト面。ソフト面というのは、つまり業界による政策提言と施策への反映という

ものになります。大きく三つ上げています。一つが政府要望の取りまとめ。これは、代表

的なのはカーボンニュートラル実現に向けた要望の取りまとめ。そちらは、2021年から始

めて、もう４年、毎年毎年続けて、各建設機械業界の要望をまとめて省庁の皆様にハイレ

ベルなところで要望させていただいております。 

 それらを踏まえて、次が政府主催研究会への参加、具体的には三つ上げています。ＧＸ

建機普及に向けたロードマップ策定による研究会、合成燃料官民協議会、商用化推進ワー

キンググループ、産業構造審議会、カーボンニュートラル行動計画の対応、これらに参加

させていただいていますが、先ほど上で申し上げたカーボンニュートラル実現に向けた要

望取りまとめ、これを踏まえて積極的にご提言させていただいております。 

 その結果として、三つ目として政府政策への反映。これは、ＧＸ建機研究会中間取りま



14 

とめ、ＧＸ実行会議、分野別投資戦略、第７次エネルギー基本計画に我々の経験というの

が反映されております。では、次のページをお願いします。 

 では、最後に代替燃料への期待と、それから課題についてご説明させていただきます。 

 まず、期待というのがこのシートですが、先ほどバッテリーですとか水素利用が手段で

あるというふうに申し上げましたが、これらは非常にハードルの高い技術です。それに比

べて、代替燃料というのは大きな優位性があると考えております。 

 ここに五つ上げておりますが、すなわち既存のものが使えるというのが非常に大きいで

す。既存のインフラが活用できます。既存のディーゼルエンジンが活用できます。既存の

サプライチェーンも、そのまま使えます。 

 それらを用いて、さらに速やかな給油。要は、バッテリーにしろ水素にしろ、なかなか

エネルギーの充填ですとか稼働時間に問題がありますが、これら代替燃料は長い稼働時間

を実現でき、かつ速やかなエネルギー充填が行える。 

 また、五つ目と上げているのは既存の建機です。もう既に地上には何十万台の建設機械

というのがいますが、これらを電動化あるいは水素化していくには非常に多くの時間がか

かります。ですが、代替燃料を使えば、一気にＣＯ２削減に大きな寄与ができるというふう

に考えております。次のページをお願いします。 

 こちらは、最後、課題になります。四つ上げております。一つ目は、まず低コストで安

定的な供給の確保、これが大きな課題と思っています。 

 また、それらを確保するに当たって、（２）で定義、品質です。バイオ燃料、ｅ－ｆｕｅ

ｌ等の定義の、まず、しっかり明確化、法令上の位置づけの明確化が必要で、品質基準の

策定というのが重要になってくるというふうに考えております。 

 また、三つ目と上げているのは、それらの明確化、基準の策定をするに当たって、やは

り国際的なルール、基準との整合性というのが重要になります。一番最初に申し上げたと

おり、我々の団体というのは輸出が非常に多い団体ですので、日本だけではなくて世界的

な品質基準も見ながら進めていくことが重要と考えております。 

 最後に上げているのは、これは建設機械特有ですが、まず、我々、搭載エンジンを自動

車業界に依存している企業が非常に多いです。全部ではございません。ですので、自動車

における普及ですとか規制内容などとの横並びを取りつつ進めていただく必要があるとい

うふうに考えております。 

 本日のご説明は以上になります。ありがとうございました。 

○近藤委員長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、日本建設業連合会よりご説明をお願いいたします。 

○日本建設業連合会（柳） 

 日本建設業連合会からご報告させていただきます。 

 私たち日本建設業連合会は、ＣＯ２削減に向かって軽油代替燃料の利用者であり、それか
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ら低燃費重機の利用者であります。なので、利用者の立場として困っていること、課題に

ついてご報告いたします。次のページ、お願いいたします。 

 まず、我々日本建設業連合会のＣＯ２削減目標です。2050 年のカーボンニュートラルに

向けた目標として、2030 年度、これに 2013年度比で 40％削減という目標を掲げています。

これは、政府の目標に合わせた形で行っております。ただし、我々はユーザーなので、い

ろいろ前提をつけております。二つあります。一つは軽油代替燃料、それから、もう一つ

は革新的建機の普及があって、初めてこれが達成できるというふうに考えております。な

ので、今日の議論の中で軽油代替燃料の普及が進むということは、非常に私たちにとって

は目標達成に向かって追い風になるというふうに考えております。次のページ、お願いし

ます。 

 では、実際どうなんだという話なのですけれども、施工時に私たちが出しているＣＯ２

の３割が電気由来で７割が燃料由来です。なので、７割の燃料を削減していかなければＣ

Ｏ２は減らないと考えています。電気につきましては、再生可能エネルギーに置き換えるこ

とによって、ある程度めどは見えているのですけれども、７割の燃料をどうするか。2023

年度の実績としまして、業界全体で燃料使用量の２％程度を軽油代替燃料に置き換えるこ

とができました。ただ、これらで使った燃料はＢ５軽油、Ｂ100燃料、ＧＴＬ燃料、ＲＤ燃

料、全て合わせた形で２％ぐらいになっております。 

 では、なぜ普及が進まないのかということで、軽油代替燃料の利用拡大の課題というこ

とであります。これは建設業界独自の事情も幾つか含まれていますので、それに絡めてご

説明させていただきます。次のページ、お願いします。 

 軽油代替燃料の利用拡大に向けた課題と対応ということで、まず、なぜ普及しないかと

いう一つ目の理由です。建設業界では、「施工段階」におけるＣＯ２排出削減は、元請が協

力会社の排出も含めて責任を負うことになっております。ただし、化石燃料を使用する、

すなわちＣＯ２を排出する建設機械の所有者では私たちはありません。建設機械を所有し

ているのは協力業者、あるいはリース会社になります。したがって、自社の判断だけで軽

油代替燃料を利用することができません。使用するためには、建設機械を持っている協力

業者あるいはレンタル会社と事前に協議をして、話合いをして、それから軽油代替燃料の

現場利用を進めております。したがって、なかなか、ここのところで話合いのために時間

がかかる、ステークホルダーが非常に多くなっているという現状があります。 

 したがって、まず理解して欲しいのが、現状、品確法で定められているＢ５軽油につい

ては素直に利用ができるのですけれども、それ以外の燃料については、なかなか基準とか

メーカー保証がございませんので、多くのステークホルダーが協議できるように、まず、

判断する、あるいは納得して利用するための基準とメーカー保証を早く定めていただきた

いというふうに考えております。 

 現在、私たちが独自でやっていることは、自分たちでＢ100 燃料あるいは軽油代替燃料

の利用ガイドラインというものを定めています。2015 年にガイドラインを業界内で定めま
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して、今、その中でいろいろと情報を共有しながら軽油代替燃料の利用を進めております。

ただ、あくまでも自分たちでやった経験値と、それからヒアリングした中での話ですので、

ぜひ基準とメーカー保証をいただきたいと思っています。 

 それから、二つ目の理由なのですけれども、下の３番、４番、５番になりますが、燃料

の配送が建設工事の場合にはパトロール給油という形で行われています。どういう形かと

いいますと、小型のタンクローリー車が工事現場に入ってきまして、建設機械１台１台に

給油する形になっています。工事中に給油する建設会社は、工事の進捗に合わせてどんど

ん入れ替わっていきます。それから、工事をする場所も、施工場所もどんどん入れ替わっ

ていくということで、同じ場所で入れ替わりをしています。 

 特に、建設機械に直接入れていますので、軽油と混和してはいけない燃料の場合、建設

機械１台１台の一度、燃料を全部抜きまして、それで抜いたことを確認した記録を取って、

それで軽油代替燃料を入れて、それで現場で使って、また次の現場に建設機械が移ったと

きに、また軽油を使いますから、また入替え作業が要ると。入れ替えた燃料は全部廃棄し

なくてはいけないということになっていて、非常に無駄と手間がかかっています。 

 それから、二つ目が、パトロール給油をするドライバーがどんどん不足しています。で

すから、地方に行きますと、もうパトロール給油そのものができなくなってくるような地

域も出てきています。なので、できるだけドライバーの負担がかからないような配送の仕

方、要するに、軽油と継ぎ足し給油ができるような燃料でないと、なかなか使い勝手が悪

いということになっています。なので、その辺り、継ぎ足し給油ができるような税制の検

討をお願いいたします。 

 それから、あと、もう一つ。ここに書いてありませんけれども、私たちは公共事業を中

心に、山の中だとか離島など遠隔地での工事も多くやっております。このような場合には、

軽油代替燃料の配送が非常に困難です。ただしＣＯ２を減らしていかなくてはいけないと

いうことで、環境価値について、取扱いについてご検討いただければ、遠隔地、離島のよ

うなところでもＣＯ２削減活動を進められるというふうに考えております。 

 以上、日建連からの報告は以上です。 

○近藤委員長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、日本自動車工業会よりご説明をお願いいたします。 

○日本自動車工業会（古川） 

 日本自動車工業会より説明させていただきます。本日は貴重なお時間をいただき、あり

がとうございました。次のページ、お願いいたします。 

 大きく意見を六つ、まとめてきました。一つ目でございますけれども、日本自動車工業

会のカーボンニュートラル達成の基本スタンスといたしましてはマルチパスウェイとなっ

てございます。しかしながら、自動車というものはサイズ、用途が多岐にわたりますので、

マルチパスウェイの道の長さ、太さは車両のセグメントによって異なると考えてございま



17 

す。その中で、バッテリーＥＶ、燃料電池車という動力源の電動化とともに、合成燃料、

バイオ燃料の活用は有望な対応策の一つであると考えてございます。 

 軽油系次世代燃料は、種類、濃度によって市場で使われている既販車への適用が可能と

考えております。つまり、ＣＯ２低減の即効性が期待されるため、自動車業界といたしまし

ては、できる限りスムーズに、かつ迅速に次世代燃料に対応できるよう、車両の観点での

検討を進める決意でございます。 

 二ポツ目でございます。現在、軽油を使用している商用車、特に大型車両におきまして

は電動化対応のハードルが非常に高く、次世代燃料への期待が高くなってきてございます。

特に、大型車両はマルチパスウェイの道筋が小型に比べて限定的であると考えてございま

すので、大型に対しての、いま一度、重要度、優先度を上げた対応が産官学で必要である

と考えてございます。 

 三つ目でございます。次世代燃料の候補といたしましては、バイオ由来であるＦＡＭＥ

やＨＶＯ、そして一酸化炭素と水素の混合ガスから化学品を合成するＦＴ合成という製法

で製造される合成油等、ありますけれども、それぞれ課題が存在すると認識してございま

す。社会全体としての負担とプロフィットの見える化をすることが必要であると考えてご

ざいます。 

 例えば、ＦＡＭＥにおきましては、車両への影響が大きいため、適切な濃度までの使用

や燃料規格及び品質の管理等をお願いしたい。また、現在、ＦＡＭＥの濃度につきまして

は、国内においてはＢ５までの許容となってございますけれども、今回、政府ご提示のＢ

７については自動車工業会として賛同いたします。また、その利用におきましては、濃度

にかかわらず制約なく流通させられる環境の整備をお願いしたいと考えてございます。 

 四つ目でございます。軽油系次世代燃料は、航空、船舶用などの燃料と性状が似ている

ことから、自動車用燃料とした安定供給、十分な供給量の確保についてもお願いしたい。

特に、ＨＶＯにつきましては、廃食油が逼迫してございますので原料の多様化、例えば動

物性油である獣脂、水中の微細な植物プランクトンである微細藻類からの合成やアルコー

ルからの合成の推進を産業界横断で進めていかなくてはいけないと考えてございます。自

動車と燃料は同時で普及が必要であり、自動車のバイオ燃料対応と同時に適切な価格で十

分な量の軽油系次世代燃料の供給をいただけることを期待いたします。 

 五つ目でございます。軽油系次世代燃料推進に当たりましては、政府の施策と同時に、

我々自動車業界とエネルギー業界が協力して商用化までのロードマップを作成することが

必要であり、至急、具体的な目標を作成すべく議論を開始させていただきたいと考えてご

ざいます。 

 最後になりますけれども、日本車は世界でも多く販売、使用されていることから、本日

コメントさせていただいたような日本の取組を世界に先駆けて発信していくことも必要だ

と考えており、その点におきましても産官学でのご協力を何とぞお願いいたしますという

ことでコメントとさせていただきます。 
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 以上でございます。 

○近藤委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ご出席の皆様からご意見をいただきたいと思います。まず委員の皆さんから

ご意見をいただき、その後、オブザーバーの皆様からコメントを頂戴したいと思っており

ます。ご意見のある委員の方は、名札を縦に立ててください。それから、オンラインで参

加の方につきましては挙手ボタンでお知らせください。時間の都合もありますので、各委

員からは約２分ぐらいのコメントでお願いしたいと思っております。 

 それでは、委員のほうからご意見がありましたら、名札のほうをお願いいたします。 

 では、工藤委員、お願いします。 

○工藤委員 

 ご説明、ありがとうございました。そして、各関係する事業者の方々からのご説明をい

ただきまして、今回の課題に対する現状であるとか問題点とかが、よりクリアに聞くこと

ができたという印象を持っております。 

 細かいご説明はたくさんあったのですけれども、やはり大事なことは、大きな方向性の

言ってみれば原則的なことをしっかりと共有することではないかなと思いました。どうい

うことかといいますと、やはり最初のほうに書かれている、こういったバイオディーゼル

の普及促進というものが、気候変動対策であったり、もしかしたらエネルギー自給率的も

含めたエネルギー安全保障的な観点も含めて促進すべきであるという、この方向性に対し

て、どういうことを取り組んでいくのという。その方向性は、まずしっかりと共有しつつ、

課題としては多分、大きく三つぐらいあると思っています。 

 一つは、特に技術的要件に関して、実際にオンロード、オフロード的に対応可能なもの

まで、そういった規格というようなものをしっかりと適用させることは大事だと思います

し、逆に言えば、そういう柔軟な対応をするという方向性が各業界の方々の取組をさらに

促進する可能性も促すのかなと思ったので、技術規格等に関する規格等の検討という方向

性については、私自身は賛成したいなと思いました。 

 特に、各業界の方からもちらっと出てきた、これは地方という観点もいろいろ絡んでい

ますというのは、とても興味深かったのですが、やはり本質的に規格・基準というのは国

内で、ある意味、しっかりと共有をして、そして、公平、効率的ないろいろな制度につな

げていくという環境整備そのものだというふうに思うので、そういった課題がある程度散

見される場合には、それらを共有もしくは客観化していくような一つの流れが形成できる

ことも期待できればと思った次第です。 

 ２点目ですが、税制なのですけど、ご説明があったとおり非常に複雑な、言ってみれば

オプション、ケースというのが想定される中で、これもやはり原則的な観点が非常に大事

かと思っております。 

 やはり、今般、ここで検討されている軽油引取税は、そもそもの税制の目的は一体何な
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のか。それに関連して、脱炭素化貢献というものをしっかりと評価するというのは、それ

は、どちらかというと排出者負担という概念、軽油引取税は、どちらかというと受益者負

担の概念というところが明確にあるので、そこの出発点だけはしっかりと捉えた上で、軽

油引取税のみならず、やはりエネルギー、特に石油関連の燃料税制、エネルギー税制等の

全体像の中で、受益者負担的なことをどう考えるのかが重要だと思います。 

 脱炭素効果というものを反映させて、その導入促進をどう埋めていくのか。そういう全

体像を見ながら、こういった税制の今後の在り方を考えるという視点が、私は大事だと思

います。 

その結果として、今日示されたようなオプションをどういうふうに考えるのか。恐らく

はその辺が品質管理の観点であるとか、基準の観点とかも絡んでくると思っているのです

が、やはりそういったような税制上の大きな目的というものをしっかりと認識しながら、

この普及促進に係るような、具体的、現実的なやり方というのを検討するということがい

いと感じた次第です。 

３点目については、後ほど述べたいと思います。以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございました。 

それでは、原田委員お願いいたします。 

○原田委員 

事務局のご説明、それから様々な業界団体からのご説明やご要望で、軽油と混合したと

きの規格の問題ですとか、私も非常にちょっと驚いたのは、自治体レベルでも相当まちま

ちで今の現状に合ってないような規制があるというようなこと。それから、地方税制の問

題ですね。いろいろ重なって相矛盾する点が本当に多いなということがよく分かりました。

整理していただいてありがとうございます。 

また、ガソリンとの取扱いの乖離とありましたけれども、そういう問題が今あるという

ことかなというふうに思っております。 

考え方としては、脱炭素に資するものを推進するということで、いろんな輻輳的な問題

あるものの、やはり必要なものを取りこぼしなく適切に拾い上げるということが原則かな

と思いまして、それに対応するように適切に基準化、免税範囲等々を定めていただくしか

ないのかなというふうに思っております。その際には、自治体への働きかけや目配りとい

うもの、また連携というものも非常に重要だと思います。特にこちらもご指摘があったよ

うに、運輸部門ですとか、建設部門は、実際に利用している事業者さんは、最終的には中

小企業の場合が多いということが考えられます。ですので、今回のように、業界の方から

きめ細かな意見聴取をしていただいて、より分かりやすく使いやすい制度というようにな

ることを望んでおります。 

また、いろいろお願いして恐縮ですけれども、その際に、これは次の議題でも出てくる

と思いますが、国際基準とどうやって整合性を取っていくのかということも重要になって
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くるかなと思います。 

あとちょっと細かい点になりますが、立地の問題でして、地理的な立地分布が、たしか

20ページ、事務局の説明にあったかと思います。これは恐らく原料が入手できるところに

一致しているというようなことなのかなと思いますけれども、やはり見てみると、東北そ

れから日本海側には全然やっぱり主要な製造プラントはないんだなというのを改めて感じ

ております。そうなると、需要地までＣＯ２を排出して輸送するということになるか、ま

た、このような地域では導入が進まないということになっていくのかなと、そういう懸念

もあります。もちろん環境価値の転化ということで、次の議題でそこは議論するというこ

とかもしれませんけれども、やはり一定の製造設備を確保するということは、これは量の

問題にもなってきますけれども、地理的分布も重要かなというふうになります。 

それから、それも踏まえながら、当然必要量の確保の努力というのがこれから必要にな

ってくるかなというのを改めて思いまして、これはＳＡＦの議論と一緒ですけれども、な

るべく廃食油を国内で回していく仕組み、それから輸入原料についても、これは確保する

相手国のサステナビリティというものにも配慮しながら、やっぱりしっかり国としても支

援して確保していくということが重要かなというふうに思いました。 

以上でございます。 

○近藤委員長 

ありがとうございます。 

では、島委員お願いいたします。 

○島委員 

森・濱田松本法律事務所の島でございます。 

私からは２点述べさせていただきます。 

まず、このバイオディーゼルに関するご説明で、国内の各分野でも脱炭素に向けた取組

の必要性から需要が高まっているということを感じました。また、実際に事業に関しても、

技術に関しても、実証を経て裏づができてきているんだなと。いよいよ実装の段階に入っ

てきているんだなということを感じております。その段階になると、やはり流通というこ

とで、取引をいかに安定的に、迅速に、コストを低く行っていくのかが大事になってくる

かと思いますけれども、契約的な観点から申し上げますと、取引の目的物が何かが出発点

となり、そこから逸脱した場合の責任や、保証といった問題が発生してくることになりま

す。 

ですので、規格や基準を国なり、公的な機関なりが定めることは非常に大事だと思って

おります。また、そういったものが定められることによって、取引のソフト面でのコスト

が下がってくるのかなと感じます。 

あと２点目は税制について、細かいところは私も理解が及んでいないところですけれど

も、一般論として申し上げると、目的と手段の整合性が取れていることが大事だと思って

おります。当初の軽油引取税の目的とは異なる政策目的が出てきている中で、新たな目的



21 

に既存の制度がそぐわなくなってきたということであれば、既存の目的を阻害しない範囲

で必要な手当が図られていくことが必要だと思います。 

簡単ではありますが、以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございました。 

福田様お願いいたします。 

○福田様（岩田委員代理） 

三菱総研の福田でございます。本日も代理出席、失礼いたします。次回からは恐らく岩

田が参加できると思ってございます。 

本日、ご説明ありがとうございました。事務局の資料並びに業界団体の皆様のご懸念、

ご希望、非常にごもっともなものだというふうに認識をしてございます。 

１点申し上げたいのは、49ページに様々な論点、課題を整理されていただいております

けれども、今後、ＦＡＭＥ、ＨＶＯをどのように導入拡大を進めていくのかと。その中で、

こういった課題に対しても、特に優先して検討すべき事項があるのではないかと思ってご

ざいます。 

今後の検討にはなるかと思いますけれども、例えばＢ５からＢ７への規格の改正という

ことがございますけれども、規格を改正した後に、実際にそれに対応するトラックを開発

し、トラックの置き換えが進んでいく中でＢ７が利用可能になるというふうに考えますと

時間がかかるため、むしろ今既に使えるＢ５の利用拡大をしていくというほうがより先行

すべき事項ではないかと。そう考えますと、この下の方にありますが、軽油引取税の扱い

であったり、恐らく次の議題になりますけれども、環境価値の扱い、そういった形で税制

優遇なり、環境価値のインセンティブによって、Ｂ５の利用をまず拡大しつつ、その中で

車両規格との対応でＢ７までの拡大をする。あるいはオフロードでのＢ20、Ｂ30の利用を

進めていくといった形での、こういう優先順位といいますか、検討のロードマップといい

ますか、そういったところも検討していただくということがよろしいのかと思ってござい

ます。 

以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございます。それでは、オンライン参加されているお二方からご意見をいた

だきます。まずは平野委員お願いします。 

○平野委員 

成城大学の平野です。よろしくお願いいたします。 

様々なプレゼンによって、課題の本質についての認識が深まっていったような気がいた

します。その上で３点コメントがあるのですけれども、一つ目は、やはり法令とか規格の

問題ですね。今、ここのシートに出ているものなのですけれども、こういった問題は先行

して検討をどんどん進めていかなければいけないんだろうなというふうに思っています。 
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そのことに関しては、かつても様々な燃料規格があって、自動車工業協会等を中心にき

ちんと作り上げてきたという実績がありますので、その作業をいち早く先行して進めるべ

きなのではないかと。これが全ての問題の基礎的な要件になっているので、ぜひとも海外

の状況も見ながら作っていただければというふうに思っています。 

２点目なのですけれども、税制に関しては、これはＦＡＭＥとかＨＶＯに関して、個別

に現行の税制体制と併せて、ある種、パッチを当てるように調整をしていくということは、

可能ではあると思いますけれども、ガソリンとか、軽油とか、燃料回りの税制が複雑怪奇

になってしまっていて、消費者側から見てもこの形って本当に適切なのかというふうに思

えるようなことも多々あるというふうに思っています。 

なので、これは本質的に変えることからあまり逃げない方がよいのではないかなという

ふうに思っています。特に、電気自動車等も入ってきているので、法律的に分かりやすい

シンプルな税制に向かって検討を深めていくということを、もう目標を決めて、いつまで

に決めるというふうな、着手しなければいけない時期に来ているのじゃないかなというふ

うに思っています。 

その際には、やはり納税者としての目線からこれを扱いやすい、分かりやすい、納税し

やすい形にする。それから、納税者から見たら公平性が担保された状態みたいな、ある種

の納税者目線も踏まえながら、税制の問題というものをしっかりと検討していただきたい

というふうに思っております。 

３点目なのですけれども、購入インセンティブの問題で、これだけ一生懸命、規格や法

令を作る、それから税制も検討するというふうになって頑張ってきても、結局買ってくれ

なければ何にもならないというふうな問題があるので、需要家が一体、誰がどのくらい買

ってくるのということを想定しながら、ある種仕組みや仕掛けづくりも考えていかなきゃ

いけないんだろうなというふうに思っていて、それをちょっと先回りして念頭に入れてい

く必要性があるんじゃないかなというふうに思っています。 

その際には、例えばこのバイオで乗り切っていくというふうな形もあれば、ほかにもカ

ーボンニュートラルを実現していくという手もあって、そっちが安いという可能性もある

ので、そのほかの手段との競合も踏まえながらこの問題を見ていかないと、単に軽油との

競合だけでは読み解けないようなことが起きてくるのではないかなというふうなことを考

えています。 

このまま突き進んでいくと、一生懸命頑張っていくのですけども、笛吹けどではないの

ですけれども、規格制度作れど踊らずみたいな状態になったとき一番悲しいなというふう

に思ったので、ちょっとそこを先回りして先に需要家のほうの立場みたいなものも考えて

おく必要性があるんじゃないかというふうに思っています。 

追加で述べるならば、まず、もうこういう問題ってスピード感を持ってやらなければい

けない問題なので、大枠決めてしまって、細かいところは後で詰めるぐらいのスピード感

も必要なのではないかと思っています。例えば、不正軽油の問題は難しいという問題はあ
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るのですけれども、取りあえずまずやってみて、それから徐々に修正していけばいいので

はないかくらいのスタンスでいかないと、スピード感をもってこれが広がっていかないの

ではないか、ＦＡＭＥもＨＶＯもというふうに思っていますので、その辺も考えていただ

けるとうれしいなと思っております。 

以上でございます。 

○近藤委員長 

ありがとうございました。 

続きまして、宮島委員お願いいたします。 

○永井課長 

宮島委員、もう一度すみません。まだちょっと音声入っていないようで、画面は出まし

たけれど。 

すみません、ちょっと音声がうまくいってないようなので。 

○近藤委員長 

では先に、佐々木委員のほうからお願いします。 

佐々木委員お願いします。 

○事務局 

聞こえますでしょうか。 

○永井課長 

では、後で紙でいただいて、次にいきます。 

○近藤委員長 

すみません、システムの不具合がありますので、オンラインの方、申し訳ありませんが、

後ほどペーパーで意見のご提出をお願いしたいと思います。申し訳ありません。 

では、少し時間も押してますが、オブザーバーの方でコメントありましたら、よろしい

ですか。 

では、事務局で、全体の話をお聞きしまして、コメントありましたらお願いします。 

○永井課長 

ご意見、さらにオブザーバーからの発言、プレゼンテーション、どうもありがとうござ

いました。まさにこれ、実際に普及の段に当たっては、混合した場合の扱いとか、非常に

現場に即したことをやっていかないと普及していかないなということを改めて感じたとこ

ろであります。 

まず、規格のところは早急にできると思いますので早期に進めつつ、そのような目詰ま

りは早期に解消する。さらには税制、俯瞰的な目で見るということも重要だと思いますし、

やはり地理的な問題があるということで、この次の議題である環境価値の移転というもの

が、もう少し使えるようになりますと、非常に効率よく環境負荷低減ができるのかなと思

ってございますので、こういったところ、引き続きご意見を聞きながら、使いやすい制度

にしていくということに心がけていきたいと思います。どうもありがとうございました。 
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○近藤委員長 

ありがとうございました。 

 

②次世代燃料の環境価値認証・移転制度について 

 

○近藤委員長 

それでは、次の議題に入ります。 

事務局から議題②です。次世代燃料の環境価値の認証・移転制度につきまして、ご説明

をお願いします。 

○永井課長 

続きまして、環境価値移転の制度についてご説明いたします。昨年 11 月に環境価値移転

について検討を進めますという話をこの小委員会でさせていただきましたけれども、その

後、12月から３月にかけて検討を進めてまいりました。その結果を報告させていただきた

いと思います。 

次のページにいっていただいて、さらにその次のページの検討の背景につきましては、

やはり当初、高額になってしまう次世代燃料の価格、低減は目指しますけれども、ここで

発生する環境価値を適切に主張できるようにするということも必要ではないか。さらには、

今の議論でもありましたように、直接その現物を持っていくということではなく、環境価

値だけ移転をするということのほうが効率的な面もあるのではないかという点が背景でご

ざいます。 

実際に、次のページ見ていただきますと、バイオエタノールの義務化につきましては

2009 年以降、行われてございましたけれども、ここの部分の価値化というものが実際でき

ていなかったという反省。さらには、国際整合性という話、ありましたけれども、次のペ

ージにいっていただきますと、その国際的な標準規格であるＧＨＧプロトコル、ここにつ

きましては、電気の再エネ証書については今認められておりますけれども、燃料の部分、

これからしっかりした制度をつくれば認めていただけるのではないかという期待を持って

進めていきたいと思ってございます。 

次のページにいきまして、その検討のスケジュール、先ほど申し上げましたように、昨

年 11 月にこの委員会のほうで検討を始めますとお伝えをし、12 月、１、２、３と官民協

議会で議論をしていただきまして、その結果をここに報告をさせていただくというところ

でございます。 

次のページにいっていただきまして、この１月から３月、検討のタスクフォース、熱心

に議論いただきまして、環境制度の移転の手法、これらの議論を踏まえまして、３月にで

すけれども、まずは燃料の証書、それを小規模に実施をしていくことで、実際にどう使え

るかというところを確認していくというような方向性が出されたところでございます。そ

の背景につきまして、ご説明をいたします。 
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８ページにいっていただきますと、まず、どういった方が使われるかというところにお

きまして、まず環境意識の高い企業、ＳＤＧｓの観点で非常に主張したい企業が、まずは

使っていただく。その上で今後ＧＸ－ＥＴＳでありますとか、東証のスコープ３開示とい

うような、一定程度規制を受けるような需要家についてはニーズがあるのかなと。その一

方で、Ｃのグルーピングしておりますけれども、規制に捕捉されない中小でありますとか

一般消費者のところにつきましては、まだちょっと時間がかかるかなと思っているところ

でございます。 

次のページにいっていただきますと、その範囲についてましては、バイオ系、合成系に

かかわらず、さらにガソリン、軽油といった分野にかかわらず使えるものが望ましいと思

っているところでございます。ただ、10 ページ、見ていただきますと、そのバイオも５％

しか混合は認められないといったようなもの。さらには濃いバイオエタノールを入れてし

まうと車に影響があるといったような、物理的制約もありますけれども、こういったとこ

ろを証書化するときに何か踏まえる点があるかどうかということも少し意識したいと思っ

てございます。 

それから、議論の範囲でありますけれども、あくまでも日本のＮＤＣ、二酸化炭素削減

に寄与するということが重要でありますので、現物をまず日本に持ってくる。日本に持っ

てきた次世代燃料の環境価値をどう移転していくかというものを、ここの検討の範囲にし

たいと思っているところでございます。なので、海外で作った証書を日本にという話では

なく、あくまでも現物を日本に持ってきた上での、以降の移転を考えたいというのが今回

のスコープでございます。 

タスクフォースのほうで 13ページ、その手法についてまとめていただきました。細かい

ので少し簡略化してご説明しますと、赤い枠で囲まれた環境価値一体型というところにつ

きましては、燃料にその環境価値が必ずついているという考え方。それから、下の黄色い

枠の三つのところにつきましては、ある種、燃料と環境価値を分離してしまうという考え

方でございます。 

その詳細が次のページでありまして、環境価値一体型につきましては、全て原産地から

消費者まで持っていくようなモデルから、一定程度、管理されたもとで混ぜると。ただ、

混ぜた後もしっかり、どれくらい混ざっているのかというところを末端まで追っていくと

いうような、環境価値を分離しないような考え方がございます。 

次のページにいっていただきますと、環境価値分離型ということで、一番上のマスバラ

ンスにつきましては、よく空港なんかで行われるのですけれども、結局、空港のタンクか

ら飛行機の給油口のところまではパイプラインでつながっておりますので、そこを燃料の

種類によって作るというのは、なかなか難しいということを考えますと、まず空港のタン

クの中でどれくらい混ざってるのかというのが一旦決まりましたら、その需要家のところ、

あるエアラインが 100％のＳＡＦを使いたいと言ったら、そこに 100％帳簿上つけ、そのほ

かの燃料については、普通のジェット燃料と同じような扱いをする。ただ、給油するもの
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については、これはもう混ざっちゃっていますので、帳簿上でその環境価値を管理すると

いう意味において、燃料と環境価値が分離された形になる。 

その次のブックアンドクレームというのは、そこのサプライチェーンがつながっていな

い場合でも、例えば北海道に揚げた化石燃料についても、横浜港で揚げた次世代燃料の環

境価値を、ある種証書化してくっつけることによって、北海道で使った燃料を次世代燃料

として扱うと。その代わり環境価値が剝がされた横浜のほうの燃料は、普通の化石燃料と

同じように混ぜてしまい、そこでは環境価値が主張できないというような形に、サプライ

チェーンを超えてつなぐ形。さらに、オフセットというものにつきましては、必ずしも燃

料からの削減効果ではなくて、その他のものからでも持ってきて、ＣＯ２の削減をくっつけ

るという、いわゆるオフセット燃料的な扱いをすると。こんなような種類があるかと考え

てございます。 

また、その主張の仕方につきましても、16 ページでありますけれども、その次世代燃料

と環境価値の部分を切り分けて、これは合成燃料であって、これくらいＣＯ２を削減できま

すという、そういった属性の部分を別な化石燃料にくっつけてしまえば、それが新たな合

成燃料となるような帳簿の扱いをする。さらには、右側でありますけれども、この燃料は

どれくらいＣＯ２を削減できる能力があるという、その能力をクレジットとして対価し、別

な排出とくっつけることによって控除するというような、こんなやり方があるという整理

でございます。 

証書の一つの例としましては、グリーン電力証書というところで、次のページでありま

すけれども、必ずしも風力発電、太陽光発電から需要家のところまで、別な送電線がつな

がっているわけではなくて、その送電線に流し込んでしまうと。なので、その風力発電所

で発電した何ｋＷｈという、その結果を使い手のところに証書の形で移転をし、そのビル

で、そのイベントで使った電力量については、再生可能エネルギーで発電されたもので使

ってますというような移転をするというのが、ある種電気では一般的な使い方でございま

す。 

別のやり方としまして、J クレジットに代表されますけれども、この行為によってどれ

くらいＣＯ２が削減されたというものをクレジットにし、その他のアクティビティに対し

てクレジットを購入することでそのＣＯ２排出分を控除するというような考え方もあると

いうところでございます。 

これらを比較した結果というものが 20 ページにまとめてございまして、ちょっとより

細かいので、この場では簡単に赤文字で説明をしていきたいと思いますけれども、まずは

輸送の効率性を考えると、環境価値と燃料そのものについては、分離したほうがやりやす

いのではないかということで、分離型を選ばせていただく。 

その次に、サプライチェーンの管理の手法という意味においては、マスバランスで必ず

サプライチェーンがくっついているというよりは、一定程度その環境の属性だけは剥がし

て証書化していくというようなブックアンドクレームの形がいいのではないか。オフセッ
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トで燃料以外のところからくっつけてしまうと、燃料としての、せっかく次世代燃料とし

て持ってきた燃料の価値というところではなくなってしまうので、あくまでも燃料の範囲

でブックアンドクレームがよいのではないか。そしてその取引については、電力と同様に

証書のような形のほうがやりやすいのではないかという結論にタスクフォースのほうでは

至りました。 

それはなぜかといいますと、例えば 21ページのところいっていただきますと、その環境

価値一体型でありましたり、マスバランスにつきましては、全ての地点でどれくらい混ざ

っているかということをしっかり追っていくということが必要になりますけれども、ブッ

クアンドクレームにつきましては、どこかで最後まで他地点で環境価値を剥がしてしまい

ますので、そのトータルの量については管理しなければいけないですけれども、最後、詰

めての通過点をしっかり追うという必要はなくなってくるというメリットがございます。 

オフセットにつきましては、いろいろなことが自由ですけれども、燃料以外から入って

きてしまうので、ここについては今回の対象の外としたいと考えてございます。 

国際的な整合性という意味で、22 ページであります。ここにつきましては、やはり今は

そんなに普及が進んでない段階では、全てがトレーサビリティされたような認証というも

のがメインで使われているところでありますけれども、まずはブックアンドクレーム方式

におきまして、例えば温対法に基づくＳＨＫ制度、企業の排出量の報告制度のようなもの

で使えるようになってくると使いやすいですし、さらには今後ＧＸ－ＥＴＳで 10 万ｔ以

上の事業者には義務がかかってくる中で、その燃料証書も使えればいいという。まず国内

でしっかり実績を積んだ上で、その証書を国際的にも主張していくというような形にして

いきたいと考えてございます。 

23ページにいっていただきますと、その際、属性の取引と申し上げましたけれども、ま

ずはＣＯ２を回収するという原料生産の部分がございます。その上で、合成燃料、バイオ燃

料にし、輸送をするというところで少しずつエネルギーを使う。ただ、燃やす、実際に燃

料を使う人のところにつきましては、集めてきたＣＯ２を燃やすということでありますの

で、そこでは排出をしないように計上してもよいということにしていく。ただ、途中で必

要なエネルギーは測ってございますので、緑枠のところでありますけれども、一定程度、

排出は、エネルギーはかかっているという意味においてのカーボンインテンシティ、排出

削減効果というものは、やはりしっかり評価をしていかなければいけないというところで

ありますけれども、利用者の立場に立てば、その燃料を使った以上、燃やしてもそこから

ＣＯ２は出ていないというような処理をされるほうが使いやすいのではないかというふう

に考えてございます。 

24 ページがまさにそのような考え方で、一番のユーザーである燃料の利用者、それは、

例えば物流事業者でありますけれども、物流事業者が合成燃料 100％を使って運んだ場合、

そこでの排出というものは生じないということになりますので、その物流会社を使った荷

主の方は、そのスコープ３として、その事業者を使って、合成燃料を使って走ったという
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ことで、そこの物を運んだということの燃料の排出はゼロというふうにカウントできると

いった意味においても使いやすいかなと。また、建設現場におきましても、その燃料を使

って燃やしたということにおいて、建設業者そのもののＣＯ２は出ませんし、そのビルのオ

ーナーについては、そのスコープ３というところでサプライチェーン上、認められるので

はないかと考えてございます。 

そういったことで、26ページでありますけれども、タスクフォースの検討結果では、ク

リーン燃料証書というものを作ってみようというところを一つの目標としていこうという

ところでございます。 

最後、27 ページでありますけれども、具体的には元売事業者、商社が実際に持ってきた

合成燃料、バイオ燃料について、まずそこで環境価値の部分を２点、分離をするんですけ

れども、その際、ここで証書の発行を製造管理者のほうにお願いをし、認証機関が認証し

た上で証書を発行すると。そして、分けられました環境価値については、別な事業化、例

えば建設現場で使われた方が、この工事の過程で 10ｋＬ使ったということであれば、10ｋ

Ｌ分の証書を買っていただき、そこで相殺をするというような形で証書を利用していただ

く。その証書は、無効化をするというような一連の動きをしてはどうかと考えているとこ

ろでございまして、28 ページに、どのようなことが書かれていればよいかという整理をさ

せていただき、最後のページ 29 ページでありますけれども、まず、これが本当にワークす

るのかということを、25 年度、26 年度、２年間くらいかけて実証をさせていただき、それ

でこれならいけるというところが見えてきたタイミングで、2027 年度以降に本格稼働をす

る。その際にはＳＨＫ制度などにも使えるようなメリットがないとなかなか需要が出てこ

ないと思いますので、そういったところを整理をしたいと。 

そして、これは基本的にはＢｔｏＢの相対取引だと思っておりますけれども、もう少し

再エネ証書のように普及が進んできた暁には、第三段階として、取引所取引というものも

使えればいいなと思っておりますし、このナレッジが一般化してくれば、国際的な規格に

も使えるような形にしていきたいと考えているところでございます。 

説明は以上となります。 

○近藤委員長 

ありがとうございました。 

それでは、先ほど同様、会場の方につきましては、名札を立ててください。また、オン

ラインの方につきましては、挙手ボタンでお知らせください。時間、１分ぐらいでお願い

します。 

では、工藤委員、お願いします。 

○工藤委員 

ご説明、どうもありがとうございました。 

先ほどのコメントに引き続き、三つ目の論点として、いろいろな事業者の方からも出た

とおり、コストのギャップというのは当然あって、それをどうやって埋めるか、すなわち
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誰がどのような形でコストを負担するかといった制度的な対応が今後は必要になる。そう

いう意味で、説明にあった証書化というものを通じて、環境価値に対する支払意思が高い

人たちを中心として訴求するというのも一つの考え方だと思います。これをまずはトライ

アルとしてやっていくということで、その流れについては、全面的に賛成させていただき

ます。 

ポイントになるのは、やはり透明性、正確性といいますか、この燃料の場合はブレンデ

ィングという概念が入ってきますので、そういったようなことも含めた環境価値の特定化

のシステムが信頼性のあるものができるかどうかというのは非常に大事だと思っています

ので、実証の段階では、検討された制度デザインに、どういう課題があるとかを検証する。

また、大事なのは需要、ＢｔｏＢにせよＢｔｏＣにせよ、需要家がそれをしっかり理解し

て活用の検討ができるための訴求の仕方であったり、制度の在り方が問われると思ってい

るので、そういったこともいろいろな意味でご検討いただけたらいいと思っている次第で

す。 

私からは以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございます。会場のほう、よろしいですか。福田様、お願いします。 

○福田様（岩田委員代理） 

ありがとうございます。 

24ページのところで少し気になった点が２点ございます。一つは、属性の取引がＳｃｏ

ｐｅ１排出で評価されて、排出削減効果の取引はＳｃｏｐｅ３も織り込まれてという形で

記載されておりますけれども、属性の取引においてもＳｃｏｐｅ３まで含めた全体で属性

を評価するというやり方もあるでしょうし、排出削減効果についてもＳｃｏｐｅ１だけを

算定のバウンダリとして評価をするということもありますので、必ずしも属性の取引、排

出削減効果の取引というものと、Ｓｃｏｐｅ１、Ｓｃｏｐｅ３のバウンダリは１対１対応

ではないんだろうなと思います。属性の取引を優先して検討するということそのものには

特に異論はないんですけれども、ちょっとそこがまず表現として気になったのと。 

あと、異論がないと言いつつもう１点が、実際の運用上のことを考えたとき、例えばＳ

ＨＫ制度においては、荷主はトンキロ法で、実際に自分が輸送した荷物のトン・キロメー

トルにＣＯ２の排出係数を掛けて排出量を算定することが一般的です。つまり燃料の消費

量というのを直接的には、必ずしも把握しないという形にもなりますので、ＣＯ２排出係数

ゼロの燃料を使ったと見なしたときに、算定上、それをどう考慮するのかということを考

えると、むしろ排出削減効果の取引のほうが、荷主にとっては計算がしやすいという可能

性もありますので、その辺りは実際に運用をどうするかというところも含めて今後、検討

を詰めていただければと思います。 

以上です。 

○近藤委員長 
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ありがとうございました。原田委員、お願いします。 

○原田委員 

私もこの環境価値の認証移転制度について進めていただくとなったのを全面的に賛同

です。少し気になっておりますのが、今回、まず国内制度から、これはできることからや

っていくということで、この方向でいいのかなと思いますし、ＳＳＫ制度ですとか、ＧＸ、

ＧＴＳ等々との整合性を取っていくということがまず第一歩だということは理解している

ものの、やはり、非常にグローバルな展開をしている企業様、荷主様も含めまして、から

すると、やはりＧＨＧ Ｐｒｏｔｏｃｏｌに入っていないということが、どのくらいの評価

になるのかというのは非常に気になっておりますので、今後、荷主側と会話もしっかりし

ていただいて、何をもって実効性があるものになるのかというのは、ぜひご検討いただき

たいなと思います。 

それと、先ほど申し上げたように、どうしても先ほどご議論でも離島ですとか、非常に

過疎の地域のところで、そこに実際、製造拠点を設けるというのは非現実的かもしれませ

んけれども、一定の需要レベルがあるところには、やはり全国的に一定カバーするような

努力というのも必要かなと思いますので、もう証書を作ったら全部移転でいいやというよ

りは、やはり必要なところには拠点を立地するというようなご支援もお考えいただければ

いいなと思います。 

以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございます。島委員、お願いします。 

○島委員 

島でございます。 

私もこの制度の全体的なところに関しては賛同いたします。１点、気になったのは、こ

ちらガソリンジェット燃料、軽油など、液体燃料ということで、ワンストップで環境価値

を扱うという点について、功罪両方あるかなという印象を持ちました。メリットのほうに

関しては、パイが増えるということで、実物、特定の供給だとか、そういったことが生じ

た場合にも、利用している方が、環境学習を細かく取ってくることができるということに

なるのかなと理解しているんですけれども、その点では安定性が図られると…。その観点

で、価格の安全性などがあるのかなと思いつつ、一方で、業界横断でこの証書取引に参画

できるということになりますと、最終消費者への価格転嫁のしやすさによって、環境価値

の体制というか、幾らまで払えますかというようなところが、業種によって相違が出てく

るのかなと。そういった場合に、一部の業種、その価格転嫁がしにくい業種ですと価格負

けしてしまうというようなこともあるかもしれないので、そういったことは考えがあるの

かどうか、実証の段階で確認していっていただきたいと思いますし、そういったものが生

じるのであれば、支援制度なども併せて考えていくことがよいのではないかと思いました。 

以上です。 
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○近藤委員長 

ありがとうございます。ではオンラインのほうでご参加されてます宮島委員からお願い

します。 

○宮島委員 

宮島です。ありがとうございます。 

先ほど発言できなかったので、バイオディーゼルのことを一言申し上げたいと思います。

皆さんがおっしゃっているように、税制にしても、規格にしても、まずしっかり整備する

ことが必要だと思います。そして、その税制なんですけれども、今まさに全体の燃料の税

に関してどうしようかというような話になって、そしてそれは恐らく、もっと広いところ

の人たちも巻き込んでの議論になると思います。そのときに、去年の所得税の税制の議論

がそうだったんですけれども、何が軸で、何をやりたいとしているのかという話が、どん

どん混沌としていって、それぞれの立場の人が言ってることが、ずれを生じるみたいな議

論になって、すごく一般の人に伝わりにくかったと思っております。 

燃料課税はもっと難しいなと思っておりまして、単に横との公平性とか、前と比べてこ

うだったとか、世界基準がこうだったということだけではなくて、軸のところでこれは何

のための何の税制かというところが明確にされないと、本当に混沌とした議論になると感

じておりますので、そこをしっかり押さえて世の中に示していただければと思います。 

環境価値に関しましては、全体、方向性に賛成でありまして、そもそもＢｔｏＢの話で

はあるとしても、全体としては、その組織が世の中に対して自分の組織のたたずまいを説

明できる、社会的な評価を得られるというようなところは大事だと思います。内々に分か

る議論ではなくて、これもまた世の中の評価がしっかりついてくるような透明性と説明性

ということを、しっかり考えながらやっていただければと思います。 

以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございます。続きまして、秋元委員お願いします。 

○秋元委員 

ありがとうございました。私も先の資料のところで少しだけと、今の資料と、二つ申し

上げたいと思います。 

既にほかの委員がおっしゃっているので、重複になるので簡単にだけですけれども、基

準の部分に関しては、国際的な基準ともうまく整合させる形で検討いただきたいというの

が１点目。 

２点目の税制のところに関しては、やはり多様な目的の中で、過去も含めて、そういう

中で税制ができてきていると思いますが、時代が変わっている中で、当然ながらマルチフ

ルな目的を達成するための税であるべきだというふうには思いますが、ただ、そこをうま

く全体の社会が変わり、何が優先順位になってきているのかという、なるべく全体最適の

視点を持ちながら、しっかり進めていただきたいと思います。非常に複雑な議論をしなけ
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ればいけないというふうに思いますので、大変な、しかもこれ、経産省の問題だけではな

いので、非常に複雑な難しい議論をしないといけませんけれども、ぜひ取り組んでいただ

ければというふうに思いました。 

２点目の今の資料の環境価値の部分でございますが、官民協議会ほか、私も関与させて

いただきましたので、こちらの資料についても方向性等に関して全く異論はございません。

当然ながら、環境価値をしっかり主張していかないといけませんけれども、一方で、費用

対効果も考えなければいけなくて、またそのトランジションというプロセスの中でどうい

うふうに役割を考えていくのかということを考えると、今回、方向性として示されたブッ

クアンドクレーム方式は、適切だというふうに思いますので、この方向で。ただ、難しい

課題、たくさんありますので、しっかり国内から、また海外へという流れで検討をという

ことでございますが、その形の中でしっかり進めていっていただきたいというふうに思い

ました。 

以上です。ありがとうございました。 

○近藤委員長 

ありがとうございます。 

続きまして、佐々木委員お願いします。 

○佐々木委員 

佐々木ですけど、聞こえておりますでしょうか。 

まずは、代替燃料の即効性があるということを改めて今日もよく分かりましたし、全体

的なところを速やかに進めていただきたいと思います。それで改めて、規格と税制と環境

価値の話は、分けて考える必要があるのかなというのを感じました。 

まず、やはり自動車や建機をはじめ、やはり世界商品ですので、規格については速やか

に、技術的な問題もないということですから進めていただいていたと思いますし、ニーズ

は非常に高いのかなと感じました。 

それから、２点目の税制については、自動車関連の税制全体の見直しが検討されており

ますし、ほかの委員からもご指摘がありましたように、かなり複雑でございますので、時

間をかけて議論する中で、ぜひシンプルな税制になればいいかなと感じました。 

それから、最後に３点目の環境価値でございますけれども、やはりグリーン電力証書と

いうのがよく認知されるようになってきたと同じように、今回グリーン燃料証書的なもの

を検討されるということで、ぜひ速やかに進めていただきたいと思います。まず、速やか

に実証をスタートするとともに、その実績をぜひ世界に発信して、日本モデルとして、世

界にも認知していただければなと感じた次第です。 

私からは手短に以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございます。続きまして、関根委員、お願いいたします。 

○関根委員 
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関根です。ありがとうございます。 

私からは１点だけ。こういった認証、移転の制度の中で、一番切り捨てられがちな日本

の地方、それも離島とか、末端半島、こういうところに我々はやはり心を砕く必要がある

というふうに思っております。例えば、小さな離島、これは電力をほぼ全てディーゼルの

発電で賄っています。軽油を使っています。それから、末端のローカル線、ＪＲ、国鉄と

言ったら怒られちゃいますね。ＪＲの末端の、廃止寸前の末端のＪＲというのは、ほぼ全

てディーゼルの汽車が走っているような地域であります。指宿枕崎線とか、宗谷線とか、

こういうところは全て単行のディーゼルが走っているような地域です。 

こういう方々に向けて、どうやってグリーンな世界を作っていくかというのを、強いる

のではなく、例えば、移転とか、認証とかの制度をうまく使いながら、こういう地域をサ

ポートしていきつつ、東京・大阪・名古屋なんかは、いち早く電力や燃料などで、真水の

しっかりしたグリーン化を進めていき、トータルとして足して日本が全部グリーン化して

いくというような制度になるといいと思っていて、要は、都市部、資金力のある都市部を

先に技術的にどんどんと進めていきつつ、そういう末端の苦しいところに、そういったも

のを強要せずに、全体として認証や移転などでうまく乗り切っていくことができれば、地

方が疲弊しないで済むのではないかというふうに感じた次第です。 

以上です。 

○近藤委員長 

ありがとうございました。それでは、意見が出ましたので、事務局からコメントをお願

いいたします。 

○永井課長 

ありがとうございます。オンラインの先生方、先ほどは大変失礼いたしました。併せて

今お伺いをしまして、宮島委員からの税、やはりしっかり消費者の方に認識をしていただ

くという意味において、その社会的な価値でありますとか、評価というものが必要になっ

てくるというところでありまして、ほかの先生からもいただきましたけれども、やはり、

税の目的でありますとか、成り立ちというようなところもしっかり踏まえた上で、あとは

スピーディーにやっていくというところも非常に重要かと考えたところであります。 

あとは最後、関根先生からいただきましたように、地方のところにつきましては、やは

りこういったような証書でありますとか、代替燃料というところで、無理ないように、一

緒になってグリーン化を進めていく、脱炭素を進めていくという視点、非常に重要だと思

いましたので、その点も心がけながら進めていきたいと考えてございます。 

○近藤委員長 

ありがとうございました。今日、二つの議論をさせていただきましたけれども、省庁を

またぐような議論をこれから進めなければいけません。それから国際的なルールや、先ほ

どありましたように、地方の問題も含めて、もう少しは幅広い議論が必要だと思っていま

す。 
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そういう意味では、今回いただいた意見をまとめまして、脱炭素燃料の取組を加速して

いきたいと思いますので、引き続き皆様でご議論いただきたいと思います。 

最後になりますが、和久田部長のほうからコメントいただければと思います。 

○和久田資源・燃料部長 

本日はお忙しいところ、ご議論いただきましてありがとうございました。今日の議題、

二つございましたけれども、バイオディーゼル、それからの環境価値の認証の問題、いず

れも重要な問題だと考えてございまして、私ども、先月のエネルギー基本計画の中でも位

置づけております。これから、ぜひ制度を具体化していきたいと思っておりまして、特に

環境価値の問題については、いろいろ難しい問題もございますけれども、やはり、規制と

か補助一辺倒だけでは、なかなか普及、市場化してから難しいと。やはりその環境価値を

定量化して、それを需要家の人たちにきちんと認識していただいて、それがその市場化を

していくという、やはりそういう仕組みをつくっていかないと、なかなかこの次世代燃料

も持続可能な形で進んでいかないというふうに、非常に強い問題意識で取り組んでおりま

すので、ぜひ今後も皆様のご議論、ご知見をいただければと思います。 

本日はありがとうございました。 

○近藤委員長 

和久田部長、ありがとうございました。 

では最後に事務局から、報告事項がありましたらお願いします。 

○永井課長 

本日はどうもありがとうございました。今回、会議録につきましては、速記がまとまり

次第、委員の皆様にご確認をさせていただきますので、よろしくお願いします。また、次

回の日程につきましても、改めて委員の皆様にご相談させていただきたいと思います。 

本日どうもありがとうございます。 

 

３．閉会 

 

○近藤委員長 

それでは本日の会議を終了いたします。どうもありがとうございました。 

 

 

 


